
１．歳入・歳出決算額

２．指数関係等

３．経常収支比率の状況
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●実質公債費比率（単年度）　　地方債元利償還金の
減、公営企業債にかかる繰入額の減、公債費に準ず
る債務負担行為の減に加えて、地方消費税交付金の
増等による標準財政規模の増により、対前年度比1.7
ポイント改善した。
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●経常収支比率　　経常一般財源は、各種交付金が増加したものの、普通交付税、臨時財政対策債
及び地方税の減少がこれを上回り、対前年度比で減となった。一方、経常支出充当一般財源について
は、扶助費、繰出金、人件費が増加したものの、公債費、補助費等の減少がこれを上回り、対前年度比
で減となった。全体では経常支出充当一般財源の減少が、経常一般財源の減少を上回り、経常収支
比率が0.1ポイント改善した。
　 経常一般財源：各種交付金 +1,396  普通交付税 △865  臨時財政対策債 △461　地方税 △108
 　経常支出充当一般財源：扶助費 +302　繰出金　+140　人件費　+88　公債費 △586　補助費等 △87
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（単位：百万円・％）
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４．主要一般財源の状況

●地方税 113百万円の減

・市町村民税（個人） ＋77 ・市町村民税（法人） △21 ・固定資産税 △179

●地方交付税 938百万円の減

・普通交付税 △865 ・特別交付税 △73

●臨時財政対策債 461百万円の減 　　

５．義務的経費の状況

●人件費 104百万円の増

・職員期末勤勉手当 ＋72 ・職員時間外勤務手当 ＋23 ・職員基本給 △6

・非常勤職員報酬 ＋29 ・議員報酬 △17　など

●扶助費 832百万円の増

・私立認可保育所・認定こども園給付費 ＋865 ・障がい福祉サービス給付事業 ＋177

・生活保護費　＋71 ・臨時福祉給付金支給事業 △194　など

●公債費 679百万円の減

・繰上償還 ＋37 ・定時償還 △716

（単位：百万円・％）
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６．投資的経費の状況

●普通建設事業 1,044百万円の増

◆補助事業

・認可保育所施設整備費補助 ＋628 ・西野小学校屋内運動場改築事業 △291

・今市小学校校舎整備事業 ＋303 ・街なみ環境整備事業 △286

・第三中学校校舎・屋内運動場改築事業 ＋223 ・強い農業づくり交付金事業 △199　など

◆単独事業

・消防庁舎等整備事業 ＋517 ・国引荘管理運営事業 △445

・企業誘致促進費 ＋306 ・通信施設・設備整備事業 △205

・佐田中学校整備事業 ＋254　など

７．地方債、債務負担及び積立金現在高

●地方債現在高 6,238百万円の減

借入額（6,874）－元金償還額（13,112） ＝ △6,238

借入額 ＋422 (合併特例債 ＋614、過疎債 ＋361、緊防債 △190、臨財債　△461　など ）

元金償還額 △494

○主な残高内訳 （単位：億円）

合併特例債 362（△16）、臨時財政対策債 313（＋13）、地方道債 103（△20）、過疎債 49（＋2）

公共事業等債 32（△8）、財源対策債　26（△2）、公営住宅債　25（△2）、一般廃棄物処理債 15（△7）

辺地債 13（△3）　など

12.4
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災害復旧費

県営事業負担等

単独事業費

9,211

（単位：百万円）  

23  

元金償還額のうち任意繰上償還額 779

項　　　　　目 H27年度 H26年度 増減額  

地 方 債 現 在 高 112,640 118,878 △ 6,238  

臨 時 財 政 対 策 債 31,290 29,963 1,327  

臨時財政対策債以外 81,350 88,915 △ 7,565  

債 務 負 担 行 為 残 高 8,177 6,358 1,819  

積 立 金 現 在 高 10,891 9,537 1,354  

減 債 基 金 1,926 1,123 803  

財 政 調 整 基 金 3,882 3,859

そ の 他 特 目 基 金 5,083 4,555 528  



８．歳入の状況

9．性質別歳出の状況
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